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利用上の注意 

 

１ 本書の内容について 

   この調査結果報告は、東京都において調査を実施した海面漁業調査（漁業経営体調査） 

及び参考として農林水産省関東農政局において調査を実施した内水面漁業経営体調査及び 

内水面漁業地域調査の調査結果を掲載している。 

 

2 数値について 

(1) 数値については、表章単位を四捨五入してある関係で、積み上げた数値とその合計値が必

ずしも一致しない場合がある。 

(2) 表中の符号については、次のとおりである。 

     「  △  」： 負数（減少したもの） 

     「 0.0 」： 表章単位未満の数値（小数点第 1 位まで表記する場合は、0.05 未満の数値と

なる。） 

     「  Ｘ  」： 秘匿した数値（3 経営体未満の数値は、秘密保護の関係上その数値を秘匿し

た。） 

     「  －  」： 皆無又は該当数字なし 

     「  …  」： 不詳又は計算不能な数値 

    

3 三宅村の取扱いについて 

    三宅村は三宅島雄山の噴火に伴い、平成 12 年 9 月 2 日から全島避難が続いていたため、 

2003 年（平成 15 年）の調査では調査対象から除外した。 

 

4  農林水産省関東農政局調査分の調査結果について 

農林水産省関東農政局調査分の調査結果については、以下の農林水産省のホームページ上に 

て公表しています。 

【農林水産省関東農政局調査分の調査結果概要】 

・海面漁業調査（海面漁業地域調査） 

・内水面漁業調査（内水面漁業経営体調査、内水面漁業地域調査） 

・流通加工調査（魚市場調査、冷凍・冷蔵、水産加工場調査） 

【農林水産省 HP 漁業センサス】 

 http://www.maff.go.jp/j/tokei/census/fc/index.html  



 

2018年漁業センサスの概要 
 

 

1 調査の目的 

  我が国漁業の生産構造、就業構造並びに漁村及び水産物流通・加工業等の漁業を取りまく実 

態を明らかにするとともに、我が国の水産行政の推進に必要な基礎資料を整備することを目的 

として実施した。 

 

2 調査の沿革 

 漁業センサスは、統計法に基づく農林水産省所管の指定統計調査（指定統計第67号）として 

 1949年（昭和24年）に1回目の調査を、1954年（昭和29年）に第2回調査を実施した。その後、3 

回目を1963年（昭和38年）に実施してからは5年毎に実施している。平成19年5月の統計法全部 

改正に伴い基幹統計調査となり、今回の調査で14回目となる。（調査の沿革：p6､7参照） 

  2018年漁業センサスは、海面漁業調査、内水面漁業調査及び流通加工調査から構成されており、 

海面漁業調査のうち漁業経営体調査は都道府県、それ以外の調査については農林水産省において 

実施した。 

 

3 根拠法規 

 1統計法（平成19年法律第53号）、統計法施行令（平成20年政令第334号）、漁業センサス規則 

 （昭和38年6月1日農林省令第39号）及び平成15年5月20日農林水産省告示第776号(漁業センサス 

 規則第5条第2項第1号の農林水産大臣が定める湖沼等を定める件） 

 

4 調査の期日 

  平成30年11月1日現在 

 

5 調査体系 

   2018年漁業センサスの調査体系（p8参照） 

 

6 その他 

 今回調査の主な改正点は、以下のとおり。  

  (1) 調査体系の見直し：海面漁業地域調査と漁業管理組織調査を統合・再編し、新たな海

面漁業地域調査として実施した。 

  (2) 調査方法の変更 a:a①オンライン調査の全面導入 

          1②事業所母集団データベースの情報や大臣許可（うなぎ養殖業を

含む）･知事許可漁業の名簿情報等を活用した客体候補者の把握 
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